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関西電力１１プラントの状況

おおい町

小浜市

綾部市

舞鶴市

宮津市

福知山市

京丹波町

南丹市

高浜町

京都市

亀岡市

若狭町

美浜町

高島市

敦賀市
伊根町

大津市
滋賀県

京都府

福井県

美浜発電所

大飯発電所

高浜発電所

○高浜３、４号機
・原子炉設置変更許可を受領（２月１２日）
・工事計画認可申請の再補正（４月１５日）
○高浜１、２号機
・原子炉設置変更許可申請を実施（３月１７日）
・運転期間延長認可申請（４月３０日）
○美浜１、２号機
・廃止（４月２７日）
○美浜３号機
・原子炉設置変更許可申請を実施（３月１７日）
○大飯１、２号機
・原子炉設置変更許可申請の準備中
○大飯３、４号機
・新規制基準適合性審査対応中

京丹後市
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高浜発電所に係る至近の動き

○ ４月１４日 福井地裁が運転差し止め仮処分を決定

○ ４月１７日 運転差し止めに伴う仮処分決定に対し異議申し立て
（保全異議の申立および執行停止の申立）

○ ４月２７日 高浜町にて国による「原子力行政に関する意見交換会」を開催

○ ４月２８日 安全協定に基づく京都府様（舞鶴市・綾部市同行）による

高浜発電所現地確認

○ ５月１２日 第３回 高浜発電所に係る地域協議会を開催

【高浜３、４号機】
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第２回地域協議会等でのご質問について ４

○基準地震動700ガルの根拠について

○基準地震動を引き上げた（550→700ガル）際に追加した耐震工事につ
いて

○外部電源や主給水ポンプ自身の耐震度や、破損した際の代替措置等
について

○使用済燃料プール及びその給水設備の耐震性について

○免震重要棟の整備状況について

○取水口側と放水口側防潮堤の高さの違いについて

○送電線（外部電源）鉄塔の耐震性について
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基準地震動７００ガルの根拠

○地域性を考慮し、震源（活断層）を特定できない過去の地震における震源近傍の観測記録を
基に策定した。
・2000年⿃取県⻄部地震（賀祥ダムの観測記録）
・2004年北海道留萌支庁南部地震（港町観測点の記録）

震源を特定せず策定する地震動

○高浜発電所の基準地震動策定においては、これまでは、
FO-A〜FO-B断層と上林川断層を検討用地震として
いたが、審査会合を踏まえて、FO-A〜FO-B断層に
ついては、保守的に熊川断層との３連動を考慮する
こととした。

○地震動評価において、断層の上端深さについては
３ｋｍを基本ケース（従来は４ｋｍ）とした。

震源を特定して策定する地震動

周期

応
答
ス
ペ
クト
ル

留萌⽀庁南部

550gal（⾒直し前）

700gal（⾒直し後）

周期

応
答
ス
ペ
クト
ル

上下

⿃取県⻄部

367gal（⾒直し前）

467gal（⾒直し後）

５

水平敷地周辺の過去の地震や活断層を詳細に調査
し、敷地への影響が大きい地震（活断層）を
検討用地震として複数選定し、活断層の傾斜
⾓などの種々の不確かさも考慮して策定する地
震動

活断層についての詳細な地質調査によっても堆積物の影響や規模が小さいなどにより活動
の痕跡が確認できない、あるいは規模が特定できない可能性があることを考慮して、調査の
結果に関わらず策定する地震動



基準地震動を引き上げた際に追加した耐震工事

耐震サポートを強化

耐震サポートを追加

主蒸気系統配管

①新規制基準を踏まえた基準地震動（550ガル→700ガル）および耐震クラスの見直しに伴い、
設備の耐震性向上対策を実施。（約830箇所）
・主蒸気系統等の配管や余熱除去系統等の電動弁のサポート補強。（大型化、追加）
・冷却器の支持脚の補強。（追加、基礎部拡張）
・タンクの基礎ボルトの補強。（追設） 等々
②原子炉施設の周辺斜面（3,4号機背面）の安定性を確保するために、山頂部および中腹部の
土砂の掘削を実施。

①配管サポートの耐震補強例

６第２回地域協議会
資料再掲加筆

掘削した⼟砂の量
山頂部 ： 60,200m３

中腹部 ： 34,000m３

②周辺斜面の安定化



外部電源や主給水ポンプの耐震性

【非常用ディーゼル発電機と補助給水ポンプ】

非常用ディーゼル発電機、
電源⾞、空冷式⾮常⽤発電装置

中央制御室、その他機器

安全系
⺟線外部電源

７

○外部電源や主給水ポンプは、「安全上重要な設備」に該当しない、発電所の通常運転に必要な設備であり、
耐震クラスはCクラスとして設定している。

○事故時における安全機能を担うのは、非常用ディーゼル発電機や補助給水ポンプ等であり耐震Sクラス、
耐津波性を確保している。これに加え、空冷式非常用発電機、中圧ポンプ等を追設している。

耐震
クラス 説 明

Sクラス

一般建築物の静的地震力の３倍及び基準地震
動Ｓｓによる動的地震力

原子炉格納容器、制御棒、排気塔、非常用炉心冷却系
使用済燃料ピットとその給水設備、補助給水、非常用
電源 など

Bクラス
一般建築物の静的地震力の１．５倍

廃棄物処理設備 使用済燃料ピットの冷却設備 など

Cクラス
一般建築物の静的地震力と同等

発電機、外部電源、主給水ポンプ など

【耐震重要度分類】
（実用発電用原子炉及びその附属施設の
位置、構造及び設備の基準に関する規則）

中圧ポン消
消防ポンプ



使用済燃料ピット及びその給水設備の耐震性

○使用済燃料ピットは、原子炉補助建屋の基礎直上の地盤面近くに設置された、壁面及び底部を厚さ約２～
３ｍの鉄筋コンクリート造とし、その内面にステンレス鋼板を内張りした強固な構造物であり、基準地震動に
対する耐震安全性を確認している。
（使用済燃料ピットの給水設備は耐震重要度分類Ｓクラス、使用済燃料ピットの冷却設備はＳクラス相当の耐震安全性を
有している）

○使用済燃料は、使用済燃料ピットの水中で貯蔵していれば十分に冷却が行われるため、原子炉格納容器
のような堅固な施設による閉じ込めは必要としない。

８

原子炉建屋

使用済燃料ピット

原子炉
容器

＜ＢＷＲ＞
＜ＰＷＲ＞

原子炉圧力容器

使用済燃料
プール

原子炉
格納容器

消防
ポンプ

地盤面海抜約10m

地盤面
海抜約32m約46m

約52m原子炉
格納容器

高浜３号機
福島第一 ４号機



○現在、高浜３・４号機の緊急時対策所については、新規制基準を満たす耐震性能、及び放射線の
影響低減機能を有した設備として、１・２号機の原子炉補助建屋内（中央制御室下）に設けている。

○１･２号機の再稼動にあたっては、新規制基準を満たした緊急時対策所と、電力自主設備としての
免震事務棟を設置する。（平成29年度中に完成予定。）

免震重要棟の整備状況

施設概要

緊急時対策所
（耐震建屋）

【主な仕様】
・耐震構造
・建屋内面積 約800㎡
・耐放射線設備
・情報把握設備
・通信連絡設備
・収容人数 最大約200人

【主な仕様】
・免震構造
・建屋内面積 約4,000㎡
・収容想定人数 最大約800人
・初動要員の宿直場所
・事故時要員待機場所
・通信連絡設備
・非常用発電装置

空気ボンベ

代替交流電源

B1

緊急時対策本部エリア

1F

B1F

1F

2F

3F
４F

５F

建設予定地（高浜発電所）

免震事務棟
（免震建屋）

９

緊急時対策所

免震事務棟



１号機２号機

３号機４号機

放水口側防潮堤
海抜+8.0m

取⽔路防潮ゲート部
海抜+8.5m

放⽔路（奥）の⽔位上昇
海抜+6.7m （⼊⼒津波⾼さ）

取⽔路閉塞部前⾯の⽔位上昇
海抜+6.2m （⼊⼒津波⾼さ）

取水口側と放水口側防潮堤の高さの違い

○津波の波源として若狭海丘列付近断層（長さ90km）等を安全側に長く見積もり津波を評価。

○入力津波高さには、さらに潮位のばらつき等も考慮。

○防潮堤、防潮ゲートは、入力津波高さに余裕のある高さで設計。

○取水口側の防潮ゲートについては、前面が外海に面していることや、津波来襲時における現地操作運転員の
安心感醸成の観点から、さらに裕度を考慮。

10

浸水防護重点化範囲

【凡例】

津波対策

津波遡上範囲

機側盤室

T.P.+8.5m

T.P.±0m ▽ ▽

吊下げ機構防潮壁（鋼製）
防潮壁

（鉄筋コンクリート製）

ゲート扉体４門（鋼製）

（片系列常時閉鎖）

Ｂ系列 A系列

正面図（上流から下流を望む）

T.P. +9.6m

T.P. +6.5m

T.P. +6.0m



送電線（外部電源）鉄塔の耐震性 11

○しかしながら、送電鉄塔については、兵庫県南部地震を踏まえ刊行された資源エネルギー庁編「地震に
強い電気設備のために」（電気設備防災対策検討会（平成７年１１月）報告）において現行の風圧荷重基
準（平均風速４０ｍ／ｓ）により設計された鉄塔は、一般的な地震にも耐え得るとされている。

○平成２３年４月１５日付の原子力安全・保安院からの原子力発電所の外部電源の信頼性確保の指示を
受けて、鉄塔基礎の安定性等（盛土崩壊、地すべり、急傾斜地の土砂崩壊）について評価を実施し問題
ないことを確認している。

＜参考＞
○原子力電源線の重要性や長期的な安全性確保の観点から一部鉄塔（３基）で「鉄塔移設、のり枠工＋
鉄筋挿入工」を実施した。（平成２４年９月完了）

○送電線（外部電源）は通常運転に送電するための設備であり、事故時には安全機器の電源として期待
していない。

○原子力発電所において、事故時に原子炉を「止める」「冷やす」「放射性物質を閉じ込める」ために発電
所内に種々の非常用電源（非常用ディーゼル発電機、空冷式非常用発電機、電源車）を配備しており、
これらにより対応が可能である。



参考資料
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その他ご質問について 13

○原子力発電所における安全確保の考え方について

○使用済核燃料の適切な管理（プールや給水設備の耐震等）について

○外部電源喪失の際の非常用発電機、大容量ポンプ等の作動確認やそ
の操作等の訓練について

○フィルタ付ベント設備（特定重大事故等対処施設の一部）の進捗状況
について

○緊急時対策本部の組織体制やその参集可能人員、時間等について

○原子炉冷却設備の耐震性について

○不審者の侵入対策について

14
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19

20
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14

○基準地震動は敷地周辺の詳細な調査を実施した上で、不確かさも相当程度考慮して科学的な根拠を持っ
て定めたものであり、これに従い設計することでプラントの安全性を確保している。従って、基準地震動で
耐震性が確保されていれば、プラントは十分安全であると言える。

○また、津波についても入力津波に対して健全な状態を保ち、その後襲来する津波に対して津波防護機能
を保持できるよう津波高さを定めており、これに従い設計することで津波防護機能が保持できると言える。

○当社は、福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた安全対策として、防護レベルを「異常発生防止」、
「異常拡大防止」、「事故の影響緩和」、「炉心損傷後の影響緩和」、「放射性物質放出後の影響緩和」の５
つの層に分類して各層で有効な対策を用意する「深層防護」の考え方の徹底を図っている。

○これらのうち、炉心損傷の防止のための第１層から第３層に対しては、タービン動又は電動の補助給水ポ
ンプから蒸気発生器２次側への給水による炉心冷却や空冷式非常用発電装置等による緊急時の電源確
保など従来より万全を期して対策を整備してきている。さらに、可搬式の電源車、低圧代替注水ポンプ、大
容量ポンプ、送水車などの可搬式資機材を配備して多重防護の補強を図る設計としており、実際に炉心損
傷に至る可能性は極めて低いものと考えている。

○しかしながら、仮に炉心損傷が発生して更に進展した場合まで想定し、第４層として格納容器破損防止、
大規模な放射性物質の放出防止、第５層として放射性物質放出による人的被害防止、環境回復に対する
対策に対応するため、原子力防災体制を敷き原子力災害の拡大防止・収束し、並びに原子力災害の復旧
を図ることに努めることとしている。また、事業者間では原子力緊急事態支援組織による資機材の調達・輸
送、事故収束活動の支援・助言を実施することとしている。

原子力発電所における安全確保の考え方



○使用済燃料ピットは、原子炉補助建屋の基礎直上の地盤面近くに設置された、壁面及び底部を厚さ約２～
３ｍの鉄筋コンクリート造とし、その内面にステンレス鋼板を内張りした強固な構造物であり、基準地震動に
対する耐震安全性を確認している。
（使用済燃料ピットの給水設備は耐震重要度分類Ｓクラス、使用済燃料ピットの冷却設備はＳクラス相当の耐震安全性を
有している）

○使用済燃料は、使用済燃料ピットの水中で貯蔵していれば十分に冷却が行われるため、原子炉格納容器
のような堅固な施設による閉じ込めは必要としない。

原子炉建屋

使用済燃料ピット

原子炉
容器

＜ＢＷＲ＞
＜ＰＷＲ＞

原子炉圧力容器

使用済燃料
プール

原子炉
格納容器

消防
ポンプ

約46m

約52m原子炉
格納容器

高浜３号機
福島第一 ４号機

使用済核燃料の適切な管理（プールや給水設備の耐震等） 15Ｐ８再掲

地盤面海抜約10m

地盤面
海抜約32m



①指揮者（事故時に指揮者となる所長、副所長、運営統括長、品質保証室長他
が対象）
・知識ベースの教育（事故対策への習熟）
研修会、自学自習用の資料の整備、専門家による講義、研修ツールを用い
た学習など
・実践的な訓練（対応能力向上）
机上訓練
訓練シナリオを参加者に事前に通知せず、実動を含む原子力防災訓練

②運転員
・シミュレータ訓練の内容に、長時間の全交流電源喪失を想定した訓練を追加
実施
・シビアアクシデント発生時のプラント挙動を可視化するツールを用いた教育の
実施
・メーカ等専門家による理論研修の実施

③緊急安全対策要員
・協力会社社員を含め、電源供給、給水活動等の手順の教育を実施
・重大事故等発生時を想定した訓練を実施

○発電所の重大事故対策要員の対応能力向上を図るため、その役割に応じた教育・訓練を充実・強化。

外部電源喪失時の非常用発電機等の作動確認、訓練

Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度

教育・演習受講者人数
（延べ人数）

約４８０人 約１，３００人 約１，２００人 約１，６００人

訓練回数 約２８０回 約４００回 約８００回 約１，５００回

16第２回地域協議会
資料再掲加筆

○シビアアクシデント対応手順等に係る訓練
・電源確保に関する訓練

（空冷式ディーゼル発電機、電源車の訓練を
含む）

・原子炉、格納容器、蒸気発生器への給水に
関する訓練
（大容量ポンプ、可搬式代替低圧注水ポンプ
を含む）

・使用済燃料ピットへの給水等に関する訓練
・放水砲に関する訓練
・その他の訓練

（水素濃度測定訓練、緊急時モニタリング訓
練等）

・上記に関する休日当番者による訓練

○シミュレータ訓練
○ロボット遠隔操作訓練
○原子力防災訓練

可搬式代替低圧注水ポンプの訓練

4/28現地確認
ご説明資料P22参照



フィルタ付ベント設備（特定重大事故等対処施設の一部）の進捗状況

○原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他
のテロリズムに対して、その重大事故等に対処するた
めに必要な機能が損なわれるおそれがないものである
こと。

○原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備
として注水設備、緊急時制御室、電源、フィルタ付ベン
ト設備等を設置する。

○新規制基準において、特定重大事故等対処施設を、
平成３０年７月７日までに設置することを要求。

特定重大事故等対処施設の概要

○特定重大事故等対処施設に係る設置変更許可申請を
平成26年12月25日に実施。

○平成30年7月までに完成予定。

進捗状況

17

フィルタ付ベント設備



緊急時対策本部の組織体制やその参集可能人員、時間等

技術的支援要員
○三菱若狭原⼦⼒安全統括
センター（若狭）１１名

○三菱緊急時原⼦⼒安全対策
センター（神⼾）
約４００〜５００名
（２４時間目途に参集）

原⼦⼒事業本部 合計 約７００名以上が
事故収束に注⼒

・初動対応要員 ７０名
（発電所構内に２４時間常駐）

協⼒会社による
支援要員
約１５０名

（２４時間目途に参集）

協⼒会社
プラントメーカ

（三菱重⼯業・三菱電機）

・寮、社宅、⾃宅から緊急呼出システムで召集
・発電所周辺に居住する要員は約230名

緊急安全対策要員
４８名以上（６時間以内に参集）

発電所員

万が一に備え、発電所構内に初動対応要員として７０名が２４時間常駐。

また、緊急安全対策要員４８名が事故発生から６時間以内に召集できる体制を構築。

さらに、協力会社やプラントメーカによる発電所支援により、合計７００名以上が事故収束に注力。

休日・夜間の対応体制

高浜発電所

要員召集ルート
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外部電源や主給水ポンプの耐震性

【非常用ディーゼル発電機と補助給水ポンプ】

非常用ディーゼル発電機、
電源⾞、空冷式⾮常⽤発電装置

中央制御室、その他機器

安全系
⺟線外部電源

○外部電源や主給水ポンプは、「安全上重要な設備」に該当しない、発電所の通常運転に必要な設備であり、
耐震クラスはCクラスとして設定している。

○事故時における安全機能を担うのは、非常用ディーゼル発電機や補助給水ポンプ等であり耐震Sクラス、
耐津波性を確保している。これに加え、空冷式非常用発電機、中圧ポンプ等を追設している。

耐震
クラス 説 明

Sクラス

一般建築物の静的地震力の３倍及び基準地震
動Ｓｓによる動的地震力

原子炉格納容器、制御棒、排気塔、非常用炉心冷却系
使用済燃料ピットとその給水設備、補助給水、非常用
電源 など

Bクラス
一般建築物の静的地震力の１．５倍

廃棄物処理設備 使用済燃料ピットの冷却設備 など

Cクラス
一般建築物の静的地震力と同等

発電機、外部電源、主給水ポンプ など

【耐震重要度分類】
（実用発電用原子炉及びその附属施設の
位置、構造及び設備の基準に関する規則）

中圧ポンプ
消防ポンプ

19Ｐ７再掲



不審者の侵入対策

【概念図】

原子力安全・保安院作成資料より

○具体的な対応策
侵入者を早期検知し治安機関に速やかに通報を行い、できるだけ侵入を遅延させ、治安当局が侵入者を制圧する
時間が確保できるよう核物質防護システムを構じている。
このため、国際原子力機関（IAEA）の勧告を取り入れた国内基準に基づいて、物的障壁、監視装置や入退域管理な
ど、防護対策を順次強化するとともに、治安当局と連携した訓練を重ねている。

脅
威
の
発
生

早
期
検
知

早
期
通
報

遅
延
時
間

の
確
保

治
安
当
局

の
対
応

＜核物質防護システム＞
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【ドローンによる原子力発電所への脅威について】

○国はドローンに関して、重要施設上空の飛行禁止や購入時の登録制などの法規制化をする動きがあると聞いている。

○ なお、原子力発電所の安全上重要な機器は、堅固な格納容器や建屋に格納されており、安全性は確保されると考えている。

○原子力発電所のテロ攻撃に対しては、武力攻撃事態対処法に基づき、内閣総理大臣が、緊急対処事態における攻撃の予防、

鎮圧その他の措置を含めた緊急対処事態対処方針を作成し、内閣総理大臣を本部長とする緊急対処事態対策本部を設置し

て的確に対処することになっている。


